

















































































































































































































































国の国内法に共通な一般原則 die von den 































































































































































































































































































































































































均衡（the institutional balance）」が EC 内で
図られるに至った58。また、連合の目標を定め
た第 B条第３段落では、構成国国民を「連合









































































「共通外交･安全保障政策（the Common Foreign 
and Security Policy, CFSP）」および「警察 ･
刑事司法協力（Police and Judicial Cooperation 








EU運営条約、the Treaty on the Functioning 











Court of Justice of the European Union）」の








































































concerning the Charter of Fundamental Rights 









































































































































































































































































































































































































































2010年、224頁以下；Vgl. Hans. D. Jarass, Bodo. Pieroth, 







3 Jarass/Pieroth, a. a. O., Art. 59 Rn. 12;vgl. BVerfGE 1, 372 
〔381〕。例えば、平和条約、同盟、中立または軍縮条約、
政治的協力に関する協定、仲裁条約ならびに安全保障条約
（Vgl. BVerfGE 1, 372 〔381〕）またはいわゆる対東欧条約
（Vgl. BVerfGE 40, 141 〔164f.〕）等が挙げられる。
4 Jarass/Pieroth, a. a. O., Art. 59 Rn. 8.
5 Vgl. BVerfGE 73, 339 〔375〕. なぜならば、「長期間解消で
きない国際法的性質をもつ拘束力」には、議会による補強




7 Jarass/Pieroth, a. a. O., Art. 25 Rn. 4.
8 Vgl. BVerfGE 75, 1 〔17〕.
9 Vgl. BVerfGE 18, 112 〔121〕.
10 Jarass/Pieroth, a. a. O., Art. 25 Rn. 5.; vgl. BVerfGE 46, 
342 〔389〕.









BVerfGE 16, 27 〔60ﬀ .〕）。他国によって主権的に利用され
る財産については強制執行をすることはできない（Vgl. 
BVerfGE 46, 342 〔364〕）。
  「外交官」原則について、外交使節に対して外交的交流上
の形式平等取扱いが必要とされており（Vgl. BVerfGE 46, 
342 〔402f.〕）、平和条約に反してはならない（Vgl. BVerw 
GE 37, 116 〔120ﬀ .〕）。ウィーン条約の範囲を越えた治外法
権は第三国に対しては生じない（BVerfGE 96, 68 〔86〕 ﬀ .）。
12 Jarass/Pieroth, a. a. O., Art. 25 Rn. 10.
  「権利保護」原則について、保障されているのは外国人の






受ける（Vgl. BVerfGE 57, 9 〔28〕）。反対に、犯罪人引渡
しが他国によって唯一可能になるのは、公正な裁判手続の
本質的核心が保障される場合である（Vgl. BVerfGE 63, 
332 〔338〕）。








14 Jarass/Pieroth, a. a. O., Art. 25 Rn. 6. ; vgl. BVerfGE 100, 
266 〔269〕.




Verbaux of the Proceedings of the Advisory Committee of 
Jurists, 1920, pp. 318ﬀ .）参照。常設国際司法裁判所規程第
38条の3としての「文明国が認めた法の一般原則」は、（PCIJ 
Series D （No. 1）, 1931, p. 20）参照。
17 拙稿「「法の一般原則」の今日的意義と問題点（二）」法学
新報103巻10号』1997年、115頁。
18 Hersch Lauterpacht, Private Law Sources and Analogies 
of International Law, 1927, pp. 38f.
 　一般に近代の国際裁判は、1794年の「英米友好通商航海
条約（Jay Treaty）」およびこれに基づく「英米仲裁委員










19 Jarass/Pieroth, a. a. O., Art.25 Rn. 8. 同書によれば、「文明
国が認めた法の一般原則」は国際法において「一般的に認
め ら れ た 法 原 則（Die allgemein anerkannten Rechts-
―　　―39
grundsätze）」として把握されている。同原則は25条に属





20 Jarass/Pieroth, a. a. O., Art. 100, Rn. 19ﬀ .
21 Klaus Schlaich/Stefan Korioth, Das Bundesverfassungs-
gericht （8. Auﬂ .）, 2010, Rn. 66.
22 Jarass/Pieroth, a. a. O., Art. 100 Rn. 20. 移送の適格性の要
件としては、以下のことが主に挙げられている。（1） 法的
紛争、すなわち裁判所手続の存在（Vgl. BVerfGE 75, 1 
〔11〕）。（2） 原審裁判所の疑義または当該裁判所外におけ
る一層重大な疑義（Vgl. BVerfGE 64, 1 〔14ﬀ .〕。（3） 移送
対象が、国際法の一般原則上の存在、法的性格、効力の範
囲および拘束力であること（Vgl. BVerfGE 64, 1 〔13〕）。（4） 
連邦憲法裁判所法第84条、80条２項に基づく疑義が裁判に










vgl. Hans Lechner, Rüdiger Zuck, Bundesverfassungs-
gerichtsgesetz Kommentar, 5Auﬂ ., 2006, §83 ⅡBVerfGG）。
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58 理事会は、「閣僚理事会（the Council of Ministers）」また
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